
１．2022年度決算時の受給者の数

人

２．2022年度決算時の積立金の額と財政の検証状況

＜年金制度の積立状況＞

①純資産額 ②責任準備金

③別途積立金

（注）新財政運営基準の導入に伴う変更点について

2017年1月1日施行の法改正により新財政運営基準が導入され、当社では2022年度決算より適用となりました。

新財政運営基準の導入に伴い、責任準備金の定義が変更されたため、責任準備金および別途積立金では本来の

財政状況を把握できない場合があります。

そのため、本来の財政状況を把握するためには、旧財政運営基準での責任準備金およびリスク充足額（実質的な

剰余額）を確認する必要があります。

①純資産額 26,124百万円　 ②'旧財政運営基準
　　での責任準備金

③'リスク充足額

　＜財政の検証状況＞

　将来の年金給付を確かなものとするために、毎年度、保有する資産について
　「継続基準」と「非継続基準」という２つの基準で積立状況のチェックを行っています。
　「継続基準」による検証では、制度が今後も継続していくことを前提として年金給付に必要な
　積立金（責任準備金）が確保されているかどうかを検証し、確保されていない場合に財政再計算が
　必要かどうかについての判定も行います。また、「非継続基準」による検証では、年金制度が
　当年度末時点で終了した場合に年金給付に見合う積立金（最低積立基準額）があるかどうかを
　検証します。

（注）当社の確定給付企業年金の積立水準について
継続基準および非継続基準ともに基準値を上回っているため、掛金見直しの必要はありません。

非継続基準
純資産額

＝ 1.18 1.00以上
最低積立基準額

財政再計算の
要否判定

数理上資産額＋許容繰越不足金額
＝ 1.51 1.00以上

責任準備金

区　分 当社の確定給付企業年金の積立水準（注） 基準値

継続基準
純資産額

＝ 1.36 1.00以上
責任準備金

資　産　勘　定 負　債　勘　定
26,124百万円　 19,189百万円　

確定給付企業年金の業務概況のお知らせ

1,797老齢給付金
人数

年金

負　債　勘　定
19,189百万円　

6,935百万円　

資　産　勘　定

6,935百万円　

※最低積立基準額 21,976 百万円



３．積立金の運用状況について（2023年3月31日現在）

2022年度の積立金の運用結果は金融市場回復の影響を受け、修正総合利回りは▲3.35％となり、
運用収益▲945百万円となりました。
結果、2023年3月31日現在の積立金の残高は、26,420百万円となっています。

＜資産の構成割合＞

（注）期待収益率およびリスクについて

資産構成割合（中心値）における期待収益率は1.2％、リスクは4.3％となっています。

構成割合
（％） 29.4 5.0 30.5 10.7 0.8 100%23.7

積立金合計

時価総額
（百万円） 7,762 1,317 8,054 2,814 199 26,420

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 短期資産一般勘定

6,273



４．運用の基本方針について

当社では、次の基本方針に基づき、運用を行っています。
①（運用目的）

②（運用目標）

③（資産構成）

＜政策アセット・ミックス＞

100%

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 積立金合計

中心値
（％） 51.6 5.0 31.8 11.6

　政策アセットミックスの中心値に対して、資産ごとに±３％以上乖離した場合には、
中心値へのリバランスを実施します。リバランスのチェックは毎月末に実施することとし、
給付を勘案しても乖離が±３％以内に収まらない場合には翌月初までにリバランスを実
施します。

するために必要な収益率としています。

　運用目標を達成するために、投資対象を選定し、その期待収益率や収益率のリスク、
また各投資対象間の収益率の相関係数を考慮した上で、将来にわたる最適な資産
の組み合わせである基本資産配分（以下「政策アセットミックス」という）を以下のよ
うに定めます。この政策アセットミックスは、中長期的観点から策定し、原則３～５年の
期間ごとに見直しを行うこととします。但し、金利水準や積立水準等、策定時の諸条件が
変化した場合には、基本資産配分の見直しを検討する。なお、運用にあたっては、必要
に応じて資産配分の一時的な変更等によるリスク管理を実施するものとします。

することを目指すこととし、目標とする収益率については、健全な年金財政運営を維持

　本制度が閉鎖型年金であることを踏まえ、年金財政を健全に維持し、受給権者に
対する年金給付金及び一時金等（以下「給付費等」という）の支払いを将来にわたり確実に
行うことを目的としています。

　運用にあたっては、投資対象の分散及びリスク管理を重視、安定的な総合収益を確保


